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１． １２年３月期の連結業績（平成１１年 ４月 １日～平成１２年 ３月３１日） 
(1)連結経営成績                      （百万円未満の金額は、いずれも切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高      営業利益  経常利益  
 
１２年３月期 
１１年３月期 

      百万円     ％ 
        268,416   ( 13.9) 

     235,596  ( 8.4) 

        百万円     ％ 
          4,786   (134.2) 

           2,043   ( 96.6) 

         百万円     ％ 
         4,597    (150.9) 

         1,832   ( 71.0) 

 

 
当期純利益 

１株当たり
当期純利益 

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益  

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１２年３月期 
１１年３月期 

       百万円    ％ 

     2,079   ( - ) 

 △     143  ( - ) 

  円 銭 

154.47 

△  11.15 

    円 銭 

 154.43 

     － 

       ％ 

  10.9 

  － 

       ％ 

   3.9 

   1.6 

       ％ 

   1.7 

   0.8 

(注)①持分法投資損益 １２年３月期     －百万円  １１年３月期       －百万円 
    ②有価証券の評価損益           ３２百万円    デリバティブ取引の評価損益   △ ５３百万円 
    ③会計処理の方法の変更   有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１２年３月期 
１１年３月期 

            百万円 

      124,126 
      113,990 

            百万円 

       22,978 
15,062 

                ％ 

18.5 
13.2 

            円 銭 

1,544.56 
1,169.93 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         

キャッシュ･フロー 

投資活動による         

キャッシュ･フロー 

財務活動による         

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高         
 

１２年３月期 
１１年３月期 

            百万円 

    2,154 
16,697 

            百万円 

 △ 1,887 
  △ 2,240 

            百万円 

  △   1,946 
  △  11,714 

            百万円 

3,419 
5,100 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   ７ 社  持分法適用非連結子会社数   ０ 社  持分法適用関連会社数  ０ 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  ０ 社 (除外)  ３ 社    持分法 (新規)  ０ 社 (除外)  ０ 社 
 

２．１３年３月期の連結業績予想（平成１２年 ４月 １日～平成１３年 ３月３１日) 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
中間期 
通  期 

百万円 

      137,000 

      295,000 

百万円 

       1,600 

       5,000 

百万円 

               900 

       3,000 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） １８３円３２銭 
  （注）１株当たり予想当期純利益は、平成１２年５月２２日効力発生の株式分割（１：1.1）後の株式数16,364,993 株で 

    算出しております。 



１．企業集団の状況 
 

 当企業集団は、当社および子会社７社により構成されております。コンピュータ機器および周

辺機器の販売ならびにそれに関連する事業活動を展開しております。 

 ディーアイエスシステム販売株式会社は、コンピュータシステムの販売・サービス・サポート

をおこなっており、ネットワークシステム構築、アプリケーションシステムの開発、パッケージ

ソフトの販売、また、インターネット関連のホームページの作成・運営、関連機器の販売等を主

な事業内容とし、各システムに関するコンサルティング、運営サポート、保守サービス等、関連

のシステムサービスをおこなっております。 

 ディーアイエステクノサービス株式会社は、コンピュータの技術サポートならびに情報サービ

ス提供その他の労働者派遣事業をおこなっております。 

 ディーアイエスディジタルペリフェラル販売株式会社は、デジタル周辺機器の販売をおこなっ

ており、ディーアイエス物流株式会社は、当社グループの物流サービス業務を担っております。 

 ディーアイエス情報機器販売株式会社（店名「パソコンの館」）は、コンピュータ機器および周

辺機器の小売をおこなっており、ディーアイエスサイバーセールス株式会社（ホームページ名「パ

ソＱ」）は、インターネットを利用した通信販売をおこなっております。 

 

 

 

 

        商  品                     

       サービス                              サービス 

                                                                      

 

                         

                          商 品 

       サービス    

                            

                         商 品 

 

                   

        商  品   

            サービス                                            サービス 

                                                                 

                                   サービス 

 

  

        

得 

 

                                                                             

 

      

意 

 

 

 

      

先 

情報機器卸売等販売事業 

ダイワボウ情報システム株式会社 

ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾍﾟﾘﾌｪﾗﾙ販売株式会社  

ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｼｽﾃﾑ販売株式会社  

大阪ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ株式会社（事業休止中） 

サポート・サービス事業 

ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ株式会社

物流部門 

ディーアイエス物流株式会社 

情報機器店頭小売販売事業 

ﾃﾞｨｰｱｲｴｽ情報機器販売株式会社  

ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｻｲﾊﾞｰｾｰﾙｽ株式会社  



２．経営方針 
 

（１）．経営の基本方針 

   創業以来パソコンとともに歩む当社グループは、情報産業の業界においてサービスとサ 

  ポートに注力し、顧客満足度を高め社会に貢献することを経営理念として掲げております。   

  そのために、あらゆるパソコン関連の商品を取り扱い、独自の物流機能とそれを動かすシ 

  ステム構築でもって即納体制を整え、全国各地に地域に根ざした支店を展開し、ハード、 

  ソフトの販売はもとより、その利用のために充実したサービスとサポートの体制を強化し 

  ております。さらには、ＩＴ（情報技術）武装のもとエクストラネットで、幅広い商品情 

  報を提供して顧客への最適なシステムならびにソリューション展開を進めてまいります。 

 

（２）．利益配分に関する基本方針 

   安定配当を基本方針として、年間１０円以上の配当を実施してまいりました。今後も、 

  株主への利益還元につきましては、業績の伸展、配当性向等を勘案し、積極的に取り組ん 

  でいく方針であります。 

   当期の期末配当につきましては、１株当たり１０円を予定し、中間で実施した１０円と 

  合わせて、年間２０円となります。 

   また、平成１２年３月３１日を基準日として１株につき１．１株の割合をもって株式の 

  分割を実施いたしました。（効力発生 ５月２２日） 

 

（３）．中長期的な経営戦略 

   スリムとスピードを標榜し、ＩＴ（情報技術）の驚異的進歩により、激変する産業・社 

  会に柔軟に対応できるよう、迅速な意思決定をおこない、２１世紀に向けて、サービスと 

  サポートに強い会社ＤＩＳ（ダイワボウ情報システム株式会社）グループをめざしてまい 

  ります。 

 

（４）．経営管理組織の整備等に関する施策 

   グループ経営価値観を共有するため定期的に経営協議会を開催し、当社トップと関係会 

  社トップで意見交換を行っております。また、毎年初、関係会社の幹部以上の参加する 

 「経営方針伝達会議」を開催し、経営方針がグループ内に徹底するようはかっております。 

 さらには、半期ごとのＴＱＣに基づいた経営目標、施策等を全国支店長会議として開催し 

 て意思疎通をはかっております。 

   社外監査役として、当社グループ以外の有識者に就任を要請し、第三者の視点で経営へ 

  の客観的意見をいただいております。 

   広報に関して、従来は大阪本社のみで、投資家等の問い合わせに対し応対しておりまし 

  たが、東京本社にも応対窓口を設置しました。 

   なお、経営企画室の充実をはかり、グローバルな観点から、選択と集中を見定め、経営 

  の改善を進めてまいります。 



 

（５）．会社の対処すべき課題 

   マルチベンダーとしてあらゆるメーカーの商品を扱い、全国支店網と物流センター網を 

  完備し、即納体制でお客様の信頼を得てまいりましたが、さらにＩＴを駆使した社内シス 

  テムＤＩＳ－ＮＥＴの精度を高め、さらにはＥＤＩやエクストラネットの普及に注力して 

  業務効率ひいては一人一人の営業効率を高めてまいります。それによって、一層の在庫圧縮、    

  販管費の圧縮ができると考えております。 

   商品供給のみならず、ハード、ソフトの両面で顧客の問題解決のためのサポート・サー 

  ビスを押し進めて顧客満足度向上をはかっていきたいと考えております。 

   インターネットでのＷｅｂ販売など、ＩＴ革命による流通構造の変革にも柔軟に対応し、 

  それぞれに高いノウハウを持った企業とのジョイントビジネスの会社設立など、変化を先 

  取りした体制固めをおこなってまいります。 

   商品調達力、営業力、サポート力をさらに磨き、関連分野でのサービスを充実させ、来 

  る高度情報化社会へ向け、顧客に最適なソリューションを提案できる企業グループとして 

  事業展開をめざします。 

   今後も、人材育成に力を注ぎ、関係会社の一層の強化を進めると同時に強力な協業のも 

  と相乗効果を高めて、業績向上に努めてまいります。 

 

 

 

３．経営成績 
 

（１）．当期の概況 

   当期における我が国経済は、政府の一連の景気対策が実施されて、ＧＤＰの四半期成長 

  率がプラスになるなど一部で持ち直しの兆しがみられるようになりました。しかしながら 

  全般的に設備投資は依然として低迷し、また、雇用情勢の悪化が進むなか、失業率も高く、 

  総じてみれば引き続き低調のうちに推移しました。 

   しかし、パソコン業界においては、年末年始にかけて２０００年問題による買い控えが 

  若干みられたものの、インターネットの爆発的普及により、個人ユーザーの購買意欲が高 

  まったことに加え、値ごろ感のある高機能、多様化の軽量薄型ノートパソコンや省スペー 

  ス型デスクトップパソコン等が各メーカーから発売され、コンシューマー市場は前年に引 

  き続き活況を呈しました。 

   一方、企業向け市場においては、これまたインターネット革命がもたらす企業構造、社 

  会構造の変革に、ＩＴ構築の遅速が企業の存続をも覆す危機感が募り、情報化投資が高まり、   

  大幅な回復がみられるようになりました。 

   このような情勢のなかで、当社グループは、前期中に構築したＤＩＳ－ＮＥＴシステム 

  のいかんなき活用とメーカー・ベンダーとの友好的関係の下で売れ筋商品の確保と販売、 

  さらには徹底した在庫管理と有利な販売展開を進めてまいりました。 



   アップル・コンパックなどの外国商品を中心に扱っていた子会社ディーアイエスコンピ 

  ュータ販売㈱を平成１２年１月１日当社が吸収合併し、経営効率を高めるとともに、名 

  実ともマルチベンダーとして商品供給体制を確立したことで、拡販をはかることができま 

  した。また、特に年度末の２月と３月には売上が予想以上に伸び、収益面で大きく貢献し 

  ました。 

   特別損益では、退職給付債務の新会計基準への移行に備えて要支給額２８５百万円を引 

  当しました。今後の時価会計移行に備え、ゴルフ会員権等の評価損２１７百万円を特別損 

  失として処理しました。 

   以上の結果、当期の売上高は、前年比１３．９％増の２，６８４億１６百万円となり、 

  経常利益も４５億９７百万円（前年比１５０．９％増）となり、当期純利益も２０億百７ 

  ９万円となりました。いずれも過去最高の数字を達成することができました。 

   なお、当期から税効果会計を適用しております。 

 

（事業の種類別セグメントの業績概況） 

［情報機器卸売等販売事業］ 

   広域型営業を積極的に進め、ＳＯＨＯ市場・教育市場には提案営業を行い、拡販に努め 

  ました。メーカーとの太いパイプを活かして、売れ筋商材の確保に努める一方で、品不足 

  の商品については、代替提案をするなど、マルチベンダーとして機能を発揮しました。 

   ディーアイエスシステム販売㈱は平成１１年１０月、ネットワーク機器の大手ベンダー 

  日本シスコシステムズ㈱と、販売代理店契約を締結し、急成長が予測されるネットワーク 

  市場に向け、積極的に展開をはかりました。 

   これらの結果、卸売等販売事業の売上高は、前年比１３．６％増の２，６２８億８６百 

  万円となり、営業利益は、前年比１３８．２％増の４８億１４百万円となりました。 

 

［情報機器店頭小売販売事業］ 

   「パソコンの館」は、富山店、姫路店を新たに出店し、全国９店舗になりました。「パソＱ」 

  は、西新宿の店舗を閉め、インターネット通信販売専業としました。小売部門でも、ディ 

  ーアイエステクノサービス㈱とタイアップして、保守・サポートのサービス充実に努めて 

  おり、グループ総合力を活かした展開をめざしおります。 

  小売販売事業の売上高は、前年比１９．５％増の１１４億円となりましたが、「パソＱ」 

 の店舗閉鎖等により処分損等が発生したことで営業損益は、９４百万円の損失となりました。 

 

［サポート・サービス事業］ 

   比較優位をはかるため、サポート・サービスを充実させるという方針の下、この事業に戦 

  略的に人材を増強し、売上を拡大しました。 

   この結果、サポート・サービス事業の売上高は、前年比４６１．９％増の１２億８８百万 

  円となりましたが、事業所開設等による初期投資費用により営業損益は、１５百万円の損失 

  となりました。 



 

 

（キャッシュフローの状況） 

   当連結会計年度の営業活動によるキャッシュフローは、売上増加により運転資金が増加 

  したものの業務純益が大幅に増加したこともあって、２１億５４百万円のプラスとなりま 

  した。また、投資活動によるキャッシュフローは、差入保証金の支払等が増加したため、 

  １８億８７百万円のマイナスとなりました。財務活動によるキャッシュフローについては、   

  今後の売上高増加による運転資金の増加に備えることと、社内システムの整備に伴う設備 

  資金の必要性から、平成１１年１２月１５日払込で２，０００千株の有償一般募集増資を 

  おこない、５，７８２百万円の資金調達を実施しましたが、借入金返済を進めたこともあ 

  って１９億４６百万円のマイナスとなりました。以上の結果、現金及び現金同等物の期末 

  残高は１６億８０百万円減の３４億１９百万円となりました。 

 

 

（２）．来期の業績の見通し 

   インターネットはさらに普及が加速し、個人向けは順調な推移が見込まれ、企業の情報 

  化投資も、ＩＴ関連でさらなる増加が期待されます。 

   当社グループといたしましては、ディーアイエステクノサービス㈱等子会社を通じた顧 

  客サポート・サービスの充実により、顧客満足度を高め、拡販に努めます。また、取り扱 

  う物量の増大に備えて、社内情報インフラである販売・物流システムの能力増強を急ぐと 

  ともに、バージョンアップで効率化を図り、業績の向上に努めてまいる所存であります。 

   売上高２，９５０億円を予想し、経常利益５０億円を見込んでおります。 

   退職給付債務の新会計基準適用による移行時差異はほとんど発生しない見込みであります。 

 

 

コンピューター２０００年問題への対応について 
  当社グループは、２０００年問題を顧客対応及び事業継続性維持の面から最重要経営課題 

 のひとつと認識し、その対応に向けての活動を推進しました。 

  ２０００年年始は、特別体制で対応し、種々の事態が発生した場合に備えた危機管理計画 

を策定しておりましたが、特に重大な問題は発生しませんでした。 

 

 



４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

単位：百万円 

当連結会計年度 

（平成 12 年 3 月 31 日） 

前連結会計年度 

（平成 11 年 3 月 31 日） 

        期  別 

科  目  
             金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

増 減 

金 額 

 （ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ

       
流 動 資 産      

 現 金 及 び 預 金 3,419  5,100  △ 1,680 

 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 71,133  59,560  11,572 

 た な 卸 資 産 19,238  20,839  △ 1,601 

 未 収 入 金 4,219  3,489  730 

 繰 延 税 金 資 産 473  ―  473 

 そ の 他 609  458  151 

 貸 倒 引 当 金 △     258  △     256  △     2 

 流 動 資 産 計 98,835 79.6 89,191 78.2 9,644 

Ⅱ

       
固 定 資 産      

 有 形 固 定 資 産      

 建 物 及 び 構 築 物 5,120  5,396  △   276 

 土 地 8,471  8,471  0 

 そ の 他 922  1,125  △   202 

 有 形 固 定 資 産 計 14,513 11.7 14,992 13.2 △   478 

 無 形 固 定 資 産      

 電 話 加 入 権 99  98  1 

 ソ フ ト ウ ェ ア 594  ―  594 

 連 結 調 整 勘 定 7  9  △     1 

 無 形 固 定 資 産 計 700 0.6 107 0.1 593 

 投 資 そ の 他 資 産      

 投 資 有 価 証 券 390  387  3 

 差 入 保 証 金 8,390  7,467  922 

 繰 延 税 金 資 産 396  ―  396 

 そ の 他 1,376  2,320  △   944 

 貸 倒 引 当 金 △     476  △     476  △     0 

 投 資 そ の 他 資 産 計 10,076 8.1 9,699 8.5 377 

 固 定 資 産 計 25,291 20.4 24,799 21.8 491 

 資 産 合 計 124,126 100.0 113,990 100.0 10,136 



 
 

単位：百万円 

当連結会計年度 

（平成 12 年 3 月 31 日） 

前連結会計年度 

（平成 11 年 3 月 31 日） 

         期 別 

  科 目     
               金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

増 減 

金 額 

 （ 負 債 の 部 ）      

Ⅰ

        
流 動 負 債      

 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 75,584  67,867  7,717 

 短 期 借 入 金 13,051  19,421  △ 6,370 

 未 払 法 人 税 等 2,258  286  1,971 

 賞 与 引 当 金 1,132  872  259 

 そ の 他 1,639  2,253  △   614 

 流 動 負 債 計 93,666 75.5 90,701 79.6 2,965 

Ⅱ

       
固 定 負 債      

 社 債 1,000  1,000  0 

 長 期 借 入 金 5,249  6,352  △ 1,103 

 従 業 員 退 職 給 与 引 当 金 381  ―  381 

 役 員 退 職 給 与 引 当 金 227  385  △  157 

 そ の 他 586  450  135 

 固 定 負 債 計 7,443 6.0 8,188 7.2 △  744 

 負 債 合 計 101,110 81.5 98,890 86.8 2,220 

 （ 少 数 株 主 持 分 ）      

 少 数 株 主 持 分 37 0.0 38 0.0 △   0 

 （ 資 本 の 部 ）      

Ⅰ

      
資 本 金 9,318 7.5 6,403 5.6 2,914 

Ⅱ

       
資 本 準 備 金 9,501 7.7 6,586 5.8 2,914 

Ⅲ

       
連 結 剰 余 金 4,159 3.3 2,071 1.8 2,088 

Ⅴ

       
自 己 株 式 

22,979 

△    0 

18.5 

0.0 

15,062 

△    0 

13.2 

0.0 

7,916 

0 

 資 本 合 計 22,978 18.5 15,062 13.2 7,916 

 負債、少数株主持分及び資本合計 124,126 100.0 113,990 100.0 10,136 

 



 

（２）連結損益計算書 

単位：百万円 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

自  平 成 11 年 4 月  1 日 

至  平 成 12 年 3 月 31 日 

自  平 成 10 年 4 月  1 日 

至  平 成 11 年 3 月 31 日 

期  別   

 

科  目 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

増 減 

金 額 

   ％  ％  

Ⅰ 売 上 高 268,416 100.0 235,596 100.0 32,819 

Ⅱ 売 上 原 価 242,906 90.5 217,433 92.3 25,473 

売 上 総 利 益 25,509 9.5 18,163 7.7 7,346 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,723 7.7 16,119 6.8 4,603 

営 業 利 益 4,786 1.7 2,043 0.8 2,742 

Ⅳ 営 業 外 収 益 409 0.1 577 0.2 △   167 

 受 取 利 息 121  121  △      0 

 販 売 支 援 金 173  195  △     22 

 そ の 他 114  259  △    144 

Ⅴ 営 業 外 費 用 598 0.2 788 0.3 △    190 

 支 払 利 息 327  481  △    153 

 そ の 他 270  306  △        36 

経 常 利 益 4,597 1.7 1,832 0.7 2,765 

Ⅵ 特 別 利 益 ― 0.0 238 0.1 △   238 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ―  238  △   238 

Ⅶ 特 別 損 失 503 0.1 1,853 0.7 △  1,349 

 従業員退職給与引当金繰入額 285  ―  285 

 転 換 社 債 償 還 差 損 ―  349  △      349 

 商 品 処 分 損 ―  1,504  △  1,504 

 ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 217  ―  217 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,094 1.5 218 0.0 3,876 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,603 0.9 425 0.1 2,178 

法 人 税 等 調 整 額 △587  ―  △      587 

少 数 株 主 損 益 (損)   0 0.0 (益)   63 0.0  

当 期 純 利 益 2,079 0.7 △143 △0.0 2,222 

 



 

（３）連結剰余金計算書 

単位：百万円 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

自  平 成 11 年 4 月  1 日 

至  平 成 12 年 3 月 31 日 

自  平 成 10 年 4 月  1 日 

至  平 成 11 年 3 月 31 日 

期  別   

 

科  目 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

増 減 

金 額 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 2,354  2,415  △     61 

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 2,071  ―  2,071 

 そ の 他 の 剰 余 金 期 首 残 高 ―  2,300  △    2,300 

 利 益 準 備 金 期 首 残 高 ―  115  △        115 

 過 年 度 税 効 果 調 整 額 282  ―  282 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高      

 配 当 金 257  128  128 

 
役 員 賞 与 

（ 内 監 査 役 賞 与 ） 

16 

(     0) 
 

71 

(     8) 
 

△     55 

△      8 

Ⅲ 当 期 純 利 益 2,079  △143  2,222 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 4,159  2,071  2,088 

 



（４）．連結キャッシユ・フロー計算書 

                                           （単位：百万円） 

当連結会計年度 

自 平成１１年４月 １日 

至 平成１２年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１０年４月 １日 

至 平成１１年３月３１日 

           

                  期  別 

 

 科  目 金   額 金   額 

 

      ４，０９４ 

      １，０１３ 

          １ 

        ２５９ 

    △   １５７ 

        ３８１ 

          ２ 

         ３７ 

          － 

          ２ 

          ７ 

        ２１７ 

        １０５ 

    △   １３０ 

        ３２７ 

    △１１，６０３ 

      １，６０１ 

    △   ９２８ 

      ８，１８３ 

    △   ８７４ 

        ３４０ 

        １３５ 

    △    １６ 

 

        ２１８ 

      １，００８ 

          － 

    △    ２４ 

         ７２ 

          － 

    △   １３２ 

    － 

  ３４９ 

   ３４ 

    １ 

    － 

  １０４ 

    △   １２４ 

        ４８１ 

    △ ８，４４７ 

     １４，５３１ 

      ２，０５８ 

      ６，４９２ 

        ７５５ 

        １０７ 

         ５６ 

    △    ７１ 

      ２，９９９ 

        １３０ 

    △   ３４４ 

    △   ６３１ 

     １７，４７１ 

        １２４ 

    △   ５０３ 

    △   ３９４ 

      ２，１５４ 

 

 

    △    ９６ 

        １２０ 

          － 

    △    １６ 

    △    ６１ 

    △   ９０５ 

         ５８ 

    △    ６３ 

    △   ９２２ 

     １６，６９７ 

 

 

    △    ３０ 

         ３１ 

    △    １１ 

          － 

          － 

    △ １，２４４ 

         ４７ 

    △   ５０３ 

    △   ５２９ 

    △ １，８８７ 
 

 

    △ ４，００２ 

        ７００ 

    △ ４，１７１ 

          － 

    △     ４ 

      ５，７８７ 

    △   ２５５ 

          ０ 

    △ ２，２４０ 

 

 

    △１１，０５０ 

      ４，９５０ 

    △ ２，２７２ 

      １，０００ 

△ ４，２１２ 

      － 

△   １２９ 

          ０ 

    △ １，９４６ 

 

    △ １，６８０ 

 △１１，７１４ 

 

      ２，７４３ 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 １．税金等調整前当期純利益 

 ２．減価償却費 

 ３．連結調整勘定償却額 

４．賞与引当金の増減額 

５．役員退職給与引当金の増減額 

６．従業員退職給与引当金の増加額 

７．貸倒引当金の増減額 

８．株式発行費用 

９．社債償還損 

10．有価証券評価損 

11．有価証券売却損 

12．ゴルフ会員権等評価損 

13．有形固定資産除却損 

 14．受取利息及び受取配当金 

 15．支払利息 

16．売上債権の増加額 

 17．たな卸資産の減少額 

 18．その他流動資産の増加額 

 19．仕入債務の増加額 

20．未払消費税の増減額 

21．その他流動負債の増加額 

22．その他固定負債の増加額 

23．役員賞与の支払額 

     小  計 

 24．利息及び配当金の受取額 

 25．利息の支払額 

 26．法人税等の支払額 

     営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 １．有価証券の取得による支出 

２．有価証券の売却による収入 

３．子会社株式の追加取得 

４．投資有価証券の取得による支出 

５．投資その他の増加額 

６．有形固定資産の取得による支出 

 ７．有形固定資産の売却による収入 

 ８．無形固定資産等の増加 

９．差入保証金増加 

    投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 １．短期借入金の減少額 

 ２．長期借入による収入 

 ３．長期借入金の返済による支出 

 ４．社債の発行による収入 

 ５．社債の償還による支出 

６．株式発行による収入 

７．配当金の支払額 

 ８．自己株式減少 

      財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 
      ５，１００ 

      ３，４１９ 

      ２，３５６ 

      ５，１００ 

 



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 
 
 

当連結会計年度 

自平成１１年４月 １日 

至平成１２年３月３１日 

前連結会計年度 

自平成１０年４月 １日 

至平成１１年３月３１日 

１． 連結の範囲に関する事項 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

子会社７社は全て連結しております。 

連結子会社：ﾃﾞｨｰｱｲｴｽ物流㈱ 

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽ情報機器販売㈱ 

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｼｽﾃﾑ販売㈱、大阪ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ㈱ 

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱ 
      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｻｲﾊﾞｰｾｰﾙｽ㈱ 

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾍﾟﾘﾌｪﾗﾙ販売㈱ 

 

平成１１年４月１日付で、ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｼｽﾃﾑ販売㈱とﾃﾞｨｰｱ

ｲｴｽｲﾝﾀｰﾈｯﾄ㈱、ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱とﾃﾞｨｰｱｲｴｽ東京ﾃｸﾉ㈱

が、それぞれﾃﾞｨｰｱｲｴｽｼｽﾃﾑ販売㈱、ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱

を存続会社として合併しております。 
平成１２年１月１日付で、ﾀﾞｲﾜﾎﾞｳ情報ｼｽﾃﾑ㈱を存続会社

としてﾃﾞｨｰｱｲｴｽｺﾝﾋﾟｭｰﾀ販売㈱を吸収合併しております。 

子会社１０社は全て連結しております。 

連結子会社：ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｺﾝﾋﾟｭｰﾀ販売㈱、ﾃﾞｨｰｱｲｴｽ物流㈱  

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽ情報機器販売㈱ 

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｼｽﾃﾑ販売㈱、大阪ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ㈱ 

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｲﾝﾀｰﾈｯﾄ㈱、ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱ 
      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽ東京ﾃｸﾉ㈱、ﾃﾞｨｰｱｲｴｽｻｲﾊﾞｰｾｰﾙｽ㈱ 

      ﾃﾞｨｰｱｲｴｽﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾍﾟﾘﾌｪﾗﾙ販売㈱ 

 

 

 

 

 
 

 

２． 持分法の適用に関する事   

  項 

 非連結子会社及び関連会社はありませんので、該当事

項はありません。 

同   左 
 

３． 連結子会社の事業年度  

等に関する事項 

 

 

 

連結子会社のうち、ﾃﾞｨｰｱｲｴｽ情報機器販売㈱の決算日

は２月末日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表

を採用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な調整を行っております。 

同   左 
 
 
 
 

４． 会計処理基準に関する事

項 

(１) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

 

 
(２) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

（３）繰延資産の処理方法 
 

（４）重要な引当金の計上基   

   準 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

①有価証券及び投資有価証券 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

主として移動平均法による原価法 
①有形固定資産 

法人税法の規定に基づく定率法。但し建物(建物附属設     

備を除く。)については使用実態に応じた合理的な耐用年

数に基づく定額法を採用しております。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

②無形固定資産 

法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法 

前期まで「投資その他の資産」の「その他」に計上し
ていたソフトウェアについては、「研究開発費及びソフ

トウェアの会計処理に関する実務指針」(日本公認会計士

協会 会計制度委員会報告第 12 号 平成11 年3 月31

日)により、無形固定資産として表示し、社内における利

用可能期間(5 年)に基づく定額法により償却しておりま

す。 

新株発行費は、支出時に全額費用として処理しており
ます。 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法の損金 

算入限度額(実績繰入率)のほか、特定の債権について貸

倒見込額を計上しております。 

 

 

 
 

 

 

 

 

①同   左 

 

②同   左 

 
①有形固定資産 

法人税法の規定に基づく定率法。但し建物(建物附属設

備を除く。)については使用実態に応じた合理的な耐用年

数に基づく定額法を採用しております。 

 (会計処理方法の変更) 

建物(建物附属設備を除く)の減価償却の方法は、従来、

定率法によっておりましたが、平成１０年度の税制改正

を契機に当期より全ての建物について定額法に変更して
おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べ、減価償却費は、１３９百万円減少し、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それぞれ同額増加してお

ります。 

(耐用年数の変更) 

建物(建物附属設備を除く)の耐用年数については、従

来、法人税法に定める耐用年数を適用しておりましたが、
当期より使用実態に応じた合理的な耐用年数に変更して

おります。この変更に伴い、従来と同一の耐用年数によ

った場合に比べ、減価償却費は、２６百万円増加し、経

常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ同額減

少しております。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法の損金 

算入限度額(実績繰入率)のほか、特定の債権について貸

倒見込額を計上しております。 

なお、貸倒引当金は、従来、法人税法の規定に基づく

法人繰入率による繰入限度額のほか特定の債権について

も回収の可能性を検討し、貸倒見込額を計上しておりま
したが、平成１０年度の税制改正に伴い、当期より法定

繰入率にかえて同法に規定する実績繰入率による繰入限

度額を計上する方法に変更しております。この変更に伴



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

（５）重要なリース取引の処   

   理方法 

 

 

（６）その他連結財務諸表作 

   成のための重要な事項 

 

 
 

 

②賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計

上しております。 

③従業員退職給与引当金 

 従業員退職金の支給に備えるため、会社都合による期

末要支給額から適格退職年金資産残高を控除した金額の
１００％を計上しております。なお、従業員の退職給与

については全額、適格退職年金制度を採用しており、従

来は従業員退職給与引当金を計上しておりませんでした

が、従業員の勤務費用を各決算期に適正に負担させて期

間損益計算及び部門別損益計算をより適正に行うため、

当連結会計年度より会社都合による期末要支給額から適

格退職年金資産残高を控除した金額の１００％を従業員
退職給与引当金として計上する方法に変更しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、

販売費及び一般管理費は９５百万円、特別損失は２８５

百万円、それぞれ増加し、営業利益及び経常利益は９５

百万円、税金等調整前当期純利益は３８１百万円それぞ

れ減少しております。 

④役員退職給与引当金 

役員退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末退 
職金要支給額を計上しております。 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によってお

ります。 

①適格退職年金制度 

 従業員に対する退職給与については全額適格退職年金 
制度を採用しております。 

②消費税等の会計処理 

 税抜き方式によっております。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

い、従来の方法によった場合に比べ、販売費及び一般管

理費は、７０百万円減少、経常利益は同額増加、特別利
益は２３８百万円増加、税金等調整前当期純利益は３０

９百万円増加しております。 

②同   左 

 

 

③同   左 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

④同   左 

 
 

同   左 

 

 

 

①同   左 

 
 

②同   左 

 

③事業税等の会計処理 

未払事業税及び未払事業所税は、前期においては「未 

払事業税等」として表示しておりましたが、当期より未

払事業税５５百万円については「未払法人税等」に含め、

未払事業所税１７百万円については「その他流動負債」
に含めて表示しております。 

 また、前期において販売費及び一般管理費に含めてお

りました事業税は、当期より法人税及び住民税に含めて、

「法人税、住民税及び事業税」として表示しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常

利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ６４百万円

増加しております。 

５． 投資勘定と資本勘定との

相殺消去に関する事項 

 

 

 
 
 
 
 

親会社投資勘定と子会社資本勘定の相殺消去は段階法

によっております。 

相殺消去の結果生じた消去差額で発生原因の不明なも

のについては、重要なもののみ発生時以後５年間で均等

償却を行い、その他は発生時に全額償却しております。 

６． 連結子会社の資産及び負 

  債の評価に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 
 

７．連結調整勘定の償却に関 
  する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を
行っております。 

 
 

８．未実現損益の消去に関す 

  る事項 

 

 
 

 
 
 
 
 

連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益は全額消去

し、少数株主持分に対応する部分は少数株主持分より控

除しております。 

減価償却資産に含まれる未実現損益についてはその消
去に伴い減価償却費の修正を行っております。 

９．在外連結子会社等の財務 

  諸表項目の換算に関す 

  る事項 

 
 
 

在外連結子会社等はありませんので、該当事項はあり

ません。 

 

10．利益処分項目等の取扱い 

  に関する事項 

 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。 

同   左 

 

 

11．法人税等の期間配分の処 

  理に関する事項 

 
 

法人税等の期間配分の処理は適用しておりません。 

 

12．連結キャッシュ・フロー 

  計算書における資金の範 

  囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する、容易に換金可能かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期的な投資 

 
 
 

 



 
（会計処理の変更） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

１．人件費、設備リース料、支払運賃その他の物流費用は、従来、売 
上原価に計上しておりましたが、パソコン等の販売単価が低下する 
状況に対応して、物流費用を厳しく予算管理し、営業利益率の向上 
を図るため、当連結会計年度より販売費として計上する方法に変更 
しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、 
売上総利益は、３，９３０百万円増加しておりますが、営業利益に 
及ぼす影響はありません。 

 

 

 

 

 
 
 
（追加情報） 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

１． 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から税効果会計を 

適用しております。 

 これに伴い、従来の税効果会計を適用しない場合に比べ、資産は 

８７０百万円、当期純利益は５８７百万円、連結剰余金期末残高は 

８７０百万円それぞれ多く計上されております。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、（セグメント情報） 

 に記載しております。 

１． 前連結会計年度において負債の部の末尾に独立掲記しておりまし 

た「少数株主持分」（当連結会計年度３８百万円）は、連結財務諸表 

規則の改正により当連結会計年度においては負債の部と資本の部の  

中間に独立掲記しております。 

 

 

 

 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

当 連 結 会 計 年 度 
平成１２年３月３１日現在              

前 連 結 会 計 年 度 
平成１１年３月３１日現在              

 

    減価償却累計額        ３，１５５ 百万円 

 

     
    

 

 

    減価償却累計額        ２，７０５ 百万円 

 

    主な外貨建資産・負債         ８ 百万円 
       転 換 社 債  （      ０ 百万ｽｲｽﾌﾗﾝ ） 

 

(連結損益計算書関係) 

当 連 結 会 計 年 度 

自 平成１１年４月 １日              

至 平成１２年３月３１日              

前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１０年４月 １日              

至 平成１１年３月３１日              

 

１．当連結会計年度の研究開発費２４百万円は、売上原価に含めてお

ります。 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりでありま

す。 

 

給 与 及 び 賞 与                  ７，３８８ 百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額                  １，１０４ 百万円 

賃 借 料                  ３，０９２ 百万円 

減 価 償 却 費                    ９５９ 百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額                     ９０ 百万円 

 

 

３．販売費及び一般管理費のうち、物流関連部門に係る費用は、 
３，９３０百万円であり、主な内訳は以下のとおりです。 

 

給 与 及 び 賞 与                    ４３５ 百万円 

雑 給                    １４６ 百万円 

荷 造 運 賃                  １，６５６ 百万円 

賃 借 料                    ６４３ 百万円 

減 価 償 却 費                    ３２５ 百万円 

 
 

 

１．当連結会計年度の研究開発費３３百万円は、売上原価に含めてお

ります。 

２．販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりでありま

す。 

 

給 与 及 び 賞 与                  ６，５６５ 百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額                    ７７７ 百万円 

役員退職給与引当金繰入額         ７６ 百万円 

賃 借 料                  ２，３３２ 百万円 

減 価 償 却 費                    ４９０ 百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額                    １９６ 百万円 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 
現金及び預金勘定          ３，４１９ 百万円 
現金及び現金同等物         ３，４１９ 百万円 

 

 

２．差入保証金の内、金利を収受し投資として運用している営業保証

金に係る収入・支出についてはその他の差入保証金とともに投資活動に

よるキャッシュ・フローに含めて表示しております。 

 
 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 
現金及び預金勘定          ５，１００ 百万円 

 現金及び現金同等物         ５，１００ 百万円 

 

(リース取引関係) 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の 

 ファイナンス・リース取引 
 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高  

相当額 

有 形 固 定 資 産

（ そ の 他 ）

取 得 価 額

相   当   額

減 価 償 却
累   計   額

相   当   額

期 末 残 高

相   当   額

器 具 及 び 備 品
百 万 円

５５３
百 万 円

３２６
百 万 円

２２７

機   械   装   置 ３，７３１ １，６５０ ２，０８０

合　　　計 ４，２８５ １，９７６ ２，３０８
 

 

  

  

 
 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の 

 ファイナンス・リース取引 
 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

有 形 固 定 資 産

（ そ の 他 ）

取 得 価 額

相   当   額

減 価 償 却
累   計   額

相   当   額

期 末 残 高

相   当   額

器 具 及 び 備 品
百 万 円

５９０
百 万 円

３１７
百 万 円

２７３

機   械   装   置 ３，５５８ １，１２７ ２，４３１

合　　　計 ４，１４９ １，４４４ ２，７０４
 

 

 

 

 
 



② 未経過リース料期末残高相当額 

  １  年  内           ６３９ 百万円 
  １  年  超         １，８１６ 百万円 

   合   計          ２，４５５ 百万円 

 

③ 支 払 リ ー ス 料       ７６１ 百万円 

 

④ 減価償却費相当額          ６６４ 百万円 

 

⑤ 支払利息相当額           １２０ 百万円 
 

⑥ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。 

 

⑦ 利息相当額の算定方法 

利息相当額の算定方法は、連結財務諸表規則第１５条の３で準用 
する財務諸表等規則取扱要領第２４の５第４号の規定に基づきリ 

ース物件のうち重要なものについては、リース料総額とリース物 

件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方 

法については、利息法によっております。 

なお、その他のリース物件の未経過リース料期末残高相当額は、 

未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占 

める割合が低いため、支払利子込み法によって算定しております。 
 

 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内           ８２ 百万円 

１  年  超           ５５ 百万円 

    合   計           １３７ 百万円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  １  年  内           ６１４ 百万円 
  １  年  超         ２，２２３ 百万円 

   合   計          ２，８３７ 百万円 

 

③ 支 払 リ ー ス 料       ７０２ 百万円 

 

④ 減価償却費相当額          ６１０ 百万円 

 

⑤ 支払利息相当額           １３２ 百万円 
 

⑥ 減価償却費相当額の算定方法 

    同     左 

 

 

⑦ 利息相当額の算定方法 

    同     左 
 

 

 

 

 

 

 
 

 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内          １０７ 百万円 

１  年  超           ８８ 百万円 

    合   計           １９６ 百万円 

 

(税効果会計関係) 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  （繰延税金資産） 

  賞与引当金              １７６ 百万円 
  ゴルフ会員権等の評価損         ９１ 百万円 

   未払事業税              ２０４ 百万円 

   貸倒引当金               ７５ 百万円 

  役員退職給与引当金           ８４ 百万円 

  従業員退職給与引当金         １４４ 百万円 

  その他                 ９２ 百万円 

     合   計           ８７０ 百万円 

  
２．法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の 

 原因となった主な項目別の内訳 

 

   法定実行税率              ４２．０ ％ 

    （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目   １．５ ％ 

   法人税等の修正申告による納付税額     ３．１ ％ 
   住民税均等割等              １．５ ％ 

   連結子会社の当期純損失          １．０ ％ 

     税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４９．２ ％ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

(１株当り情報) 

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 

 

 １株当り純資産額                １，５４４ 円 ５６ 銭 

 

 １株当り当期純利益         １５４ 円 ４７ 銭 

 

 潜 在 株 式 調 整 後          

 １株当り当期純利益         １５４ 円 ４３ 銭 
 

 

 １株当り純資産額                １，１６９ 円 ９３ 銭 

 

 １株当り当期純利益        △ １１ 円 １５ 銭 

 

 潜 在 株 式 調 整 後          

 １株当り当期純利益           － 円  － 銭 
 

（重要な後発事象） 

平成１２年４月７日付で、東京都台東区に、フューチャーシステムコンサルティング株式会社、伊藤忠商事株式会社、マイクロソフト株式会社、

および株式会社しんきん情報システムセンターの５社と共同出資にて、パソコンおよび同関連商品を対象にインターネットを使って販売するため

の新会社「アイティーエージェント株式会社」を設立いたしました。なお、ＢtoＢ（ビジネスからビジネス）への販売は当社が行い、同社へは情

報提供料を支払う契約を締結しております。資本金は２億２５百万円、当社の出資比率は、３９％であります。 



５．セグメント情報 

（１）事業の種類別セグメント情報 

   平成１１年度（自平成１１年４月１日至平成１２年３月３１日）                    （単位：百万円） 

 情 報 機 器      

卸 売 等 

販 売 事 業      

情 報 機 器      

店 頭 小 売      

販 売 事 業      

サポート・

サ ー ビ ス      

事   業 

 

  計 

 

消去又は全社 

 

 連  結 

Ⅰ．売上高及び営業利益 
売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の内部売上高 

 
 

  257,382 
   5,504 

 
 

  10,617 
    782 

 
 

    416 
   871 

 
 

  268,416 
   7,159 

 
 

      ― 
 △  7,159 

 
 

 268,416 
    ― 

計 
営 業 費 用      

  262,886 
  258,072 

 11,400 
 11,495 

    1,288 
    1,303 

  275,575 
  270,871 

△  7,159 
△  7,241 

 268,416 
 263,630 

営 業 利 益          4,814  △    94  △    15     4,703          82      4,786 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出 
資   産 

減価償却費 

資本的支出 

 
  123,077 

      942 

      359 

 
    3,444 

       53 

      134 

 
      293 

       17 

       55 

 
  126,815 

    1,013 

      549 

 
△  2,688 

         ― 

     ― 

 
   124,126 

     1,013 

       549 

 

  注）１．事業区分は顧客種類、販売方法、・事業の収益性・成長性、事業リスク等の類似性を考慮して 

     行っております。各事業の内容は次のとおりであります。 

事 業 区 分 主 な 事 業 内 容 

情報機器卸売等販売事業 
 

パソコン等の二次卸店への販売、法人顧客等への販売及びこれに

関連するサービス事業 

情報機器店頭小売販売事業 

 

パソコン等の主として店頭等における一般消費者への対面販売

及びこれに関連するサービス事業 

サポート・サービス事業 パソコン販売業者に対する商品修理等のサポート及びパソコン

ユーザーに対するパソコン操作等のサポート及びこれに関連す

るサービス事業 
 

     ２．事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点から「情報機器関連 

      事業」と「その他の事業」の２つに区分しておりましたが、当連結会計年度より「情報機器関 

      連事業」のうち、小売事業については、店舗での販売技術、従業員の勤務形態等がその他の卸 

      売等販売事業とは大幅に異なっていること、その他の事業の「サポート・サービス事業」につ 

      いては今後比較優位をはかるうえで、重要な分野であること及びセグメント別損益計算をより 

      厳密に行う必要があることを考慮して、「情報機器卸売等販売事業」、「情報機器店頭小売販売 

      事業」及び「サポート・サービス事業」の３つに区分を変更しました。 

       前連結会計年度においては、連結売上高、営業利益および資産の金額の合計額に占める「情 

      報機器関連事業」の割合がいずれも９０％超であるため、連結財務諸表規則取扱要領第３９の 

      ３に基づき事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりましたが、当連結会計年度にお 

      いて用いた事業区分の方法により区分すると次の表のとおりになります。 

  

 

 

 

 



 

 

   平成１０年度（自平成１０年４月１日至平成１１年３月３１日）                    （単位：百万円） 

 情 報 機 器      

卸 売 等 

販 売 事 業      

情 報 機 器      

店 頭 小 売      

販 売 事 業      

サポート・

サ ー ビ ス      

事   業 

 

  計 

 

消去又は全社 

 

 連  結 

Ⅰ．売上高及び営業利益 
売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の内部売上高 

 
 

  226,222 
   5,041 

 
 

   9,194 
     342 

 
 

    179 
    49 

 
 

  235,596 
   5,433 

 
 

     ― 
 △ 5,433 

 
 

 235,596 
    ― 

計 
営 業 費 用      

  231,264 
  229,243 

  9,536 
  9,515 

      229 
      231 

  241,029 
  238,990 

△ 5,433 
△ 5,437 

 235,596 
 233,552 

営 業 利 益          2,020        21   △    1     2,039           4      2,043 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出 
資   産 

減価償却費 

資本的支出 

 
  112,988 

      961 

    2,081 

 
    3,025 

       45 

       63 

 
       54 

        1 

        0 

 
  116,068 

    1,008 

    2,145 

 
  △  2,077 

         ― 

     ― 

 
   113,990 

     1,008 

     2,145 

 

 

     ３．（１）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（３）．③に記載のとおり、従 

         業員退職給与引当金を計上する方法に変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法 

         によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は、「情報機器卸売等販売事業」が 

         ９２百万円、「情報機器店頭小売販売事業」が２百万円、「サポート・サービス事業」が 

         ０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

       （２）（追加情報）に記載のとおり、当連結会計年度より税効果会計を適用しております。 

         この変更に伴い、「情報機器卸売等販売事業」の資産が８７０百万円増加しております。 

 

 

（２）所在地別セグメント情報 

    海外子会社および連結会社の海外事業所はありませんので、該当事項はありません。 

 

（３）海外売上高 

   海外売上高はありませんので、該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６．生産、受注及び販売の状況 

   当社グループの業務内容は、卸売及び小売業を主体としており、受注システム売上に関する生産規模 

  及び受注規模を金額又は数量で示すことは困難であるため、生産実績及び受注の状況については記載し 

  ておりません。 

 

（１）商品仕入実績 

   当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

                                                 （単位：百万円） 

     当連結会計年度 

   自平成１１年４月 １日 

 

 事業の種類別セグメントの名称 

    至平成１２年３月３１日 前年同期比 

情報機器卸売等販売事業       ２３６，７３６        ― ％ 

情報機器店頭小売販売事業        １０，４４９        ― 

サポート・サービス事業             ―        ― 

合 計       ２４７，１８６        ― 

   なお、当連結会計年度は、「生産、受注及び販売の状況」を連結ベースで作成する初年度であるため商 

  品仕入実績については、前年同期との比較は行っておりません。  

 

（２）販売実績 

   当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

                                           （単位：百万円） 

     当連結会計年度 
   自平成１１年４月 １日 

 
 事業の種類別セグメントの名称 

    至平成１２年３月３１日 前年同期比 

情報機器卸売等販売事業       ２６２，８８６    １１３．６ ％ 

情報機器店頭小売販売事業        １１，４００    １１９．５ 

サポート・サービス事業         １, ２８８    ５６２．４ 

合 計       ２７５，５７５    １１４．３ 

    （注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７．有価証券の時価等 

  前事業年度については、個別財務諸表における注記事項として記載しております。 

 

有 価 証 券 の 時 価 等 

                                                   (単位：百万円) 

当連結会計年度 (平成 12 年 3 月 31 日現在)  

種   類 
 

 

連結貸借対照表計上額 

 

時     価 

 

評 価 損 益 
 

      ８２ 

        － 

      ８９ 

 

      ８２ 

        － 

      ９５ 

 

△  ０ 

            － 

            ５ 

流動資産に属するもの 

株   式 

債   券 

そ の 他 

 

小   計 

 

     １７２ 

 

     １７８ 

 

       ５ 

 

     ３５８ 

         － 

        － 

 

     ３８５ 

        － 

        － 

 

      ２６ 

         － 

              － 

固定資産に属するもの 

株   式 

債   券 

そ の 他 

 

小   計 
 

     ３５８ 

 

     ３８５ 

 

      ２６ 

 

合   計 

 

     ５３１ 

 

     ５６３ 

 

      ３２ 

  （注） 

１．有価証券の時価等は次の算定根拠によっております。 

 (１)上場有価証券 

        主として東京証券取引所の最終の価格であります。 

     (２)店頭売買有価証券 

        日本証券業協会公表の売買価格等であります。 

     (３)非上場の証券投資信託 

        基準価格であります。 

    ２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

      固定資産に属するもの 

        非 上 場 株 式                ３１百万円 

         (店頭売買株式を除く) 

 

 

 

 

 

 

 



 

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 前事業年度については、個別財務諸表における注記事項として記載しております。 

（１）取引の状況に関する事項 

  ①取引の取組方針・利用目的その他取引の内容 

  当社は、銀行からの借入金の一部について、その金利を固定化ないしは、将来の変動リスクをヘッジ 

する目的で金利スワップ取引を利用しております。 

  ②取引に係るリスクの内容及びリスク管理体制 

  当社で利用しているデリバティブ取引は、金利の市場リスクを負っておりますが、ヘッジ目的に限定 

して利用しておりますので、債務の市場リスクを減殺しており、デリバティブ取引の時価の変動による 

重要なリスクはありません。また、デリバティブ取引の契約先はいずれも国内の信用度の高い銀行であ 

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。取引に関する管理規定は特に設けておりません 

  が、担当役員及び財務部長の事前の承認を必要としており、財務部のみで行っております。 

  ③その他 

  「取引の時価等に関する事項」における契約額又は想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引 

に係る市場リスク量を示すものではありません。 

 

（２） 取引の時価等に関する事項 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

      金 利 関 係                               (単位：百万円) 

当事業年度末(平成 12 年 3 月 31 日現在) 

契 約 額 等 

区 

 

分 

 

種  類 
  うち 1 年超 

 

時  価 

 

評価損益 

市

場

取

引
以

外

の

取

引 

 

金利スワップ取引          

 

 

支払固定・受取変動 

 

 

 

    

 

 

 ２，５００ 

 

    

 

    

 

 

 ２，５００ 

 

    

 

    

 

 

   △ ５３ 

 

    

 

      

 

 

  △ ５３ 

 

      

合     計  ２，５００  ２，５００   △ ５３  △ ５３ 

    （注）時価の算定方法 

      取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 
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